
（単位：円）

資産の部

Ⅰ　流動資産

　　　現金及び預金 41,002,655

　　　未収金 28,676

　　　賞与引当金見返（注） 4,185,491

流動資産合計 45,216,822

Ⅱ　固定資産

　１. 有形固定資産

　　　　建物 1,215,562,659

　　　　　減価償却累計額 △ 701,360,964 514,201,695

　　　　構築物 13,827,610

　　　　　減価償却累計額 △ 9,117,071 4,710,539

　　　　工具器具備品 11,514,771

　　　　　減価償却累計額 △ 10,186,522 1,328,249

　　　　土地 1,193,641,600

有形固定資産合計  1,713,882,083

　２. 無形固定資産

    ソフトウェア 90,000

　　　　電話加入権 37,800

無形固定資産合計  127,800

　　　　　固定資産合計 1,714,009,883

　　　　　　資産合計 1,759,226,705

負債の部

Ⅰ　流動負債

　　　未払金 40,097,141

　　　預り金 322,820

　　　賞与引当金 4,185,491

　　　　　流動負債合計 44,605,452

Ⅱ　固定負債

　　　資産見返負債（注）

　　　　資産見返運営費交付金 1,366,951

　　　　資産見返物品受贈額 500,010 1,866,961

　　　　　固定負債合計 1,866,961

　　　　　負債合計  46,472,413

純資産の部

Ⅰ　資本金

　　　政府出資金 1,603,381,037

　　　　資本金合計 1,603,381,037

Ⅱ　資本剰余金

　　　資本剰余金 839,444,783

　　　その他行政コスト累計額（注） △ 730,682,898

　　　  減価償却相当累計額 △ 708,680,104

　  　　減損損失相当累計額 △ 34,200

　  　　除売却差額相当累計額 △ 21,968,594

　　　　資本剰余金合計  108,761,885

Ⅲ　利益剰余金

　　　当期未処分利益 611,370  

　　　利益剰余金合計 611,370

　　　純資産合計 1,712,754,292

　　　　負債純資産合計 1,759,226,705

（注）これらは、独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目です。

貸借対照表(労災勘定)
（令和5年3月31日）

（うち、当期総利益　611,370円）
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Ⅰ　損益計算書上の費用

業務費 88,749,794

一般管理費 37,324,822

　 損益計算書上の費用合計 126,074,616

Ⅱ　その他行政コスト（注）

減価償却相当額 61,064,686

その他行政コスト合計 61,064,686

Ⅲ　行政コスト 187,139,302

（注）これらは、独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目です。

行政コスト計算書（労災勘定）
（令和4年4月1日～令和5年3月31日）

（単位：円）
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（単位：円）

 経常費用

 　業務費

　 　　人件費 48,211,713

　 　　外部委託費 16,419,248

　 　　雑給 3,375,972

　 　　諸謝金 2,821,650

　 　　消耗品費 614,380

　 　　賃借料 11,951,346

　 　　通信費 540,716

　 　　旅費交通費 235,927

　 　　賞与引当金繰入 4,185,491

　 　　その他 393,351 88,749,794

 　一般管理費

　 　　外部委託費 21,410,991

　 　　水道光熱費 9,942,193

　 　　保守料 60,726

　 　　修繕費 247,588

　 　　消耗品費 205,095

　 　　租税公課 4,234,626

　 　　賃借料 592,790

　 　　減価償却費 596,493

　 　　その他 34,320 37,324,822

経常費用合計 126,074,616

 経常収益

 　　運営費交付金収益（注） 121,904,002

 　　資産見返負債戻入（注）

　 　　　資産見返運営費交付金戻入 594,163

　 　　　資産見返物品受贈額戻入 2,330 596,493

 　　賞与引当金見返に係る収益（注） 4,185,491

経常収益合計 126,685,986

経常利益 611,370

 当期純利益 611,370

 当期総利益 611,370

（注）これらは、独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目です。

損益計算書(労災勘定)
（令和4年4月1日～令和5年3月31日）
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（単位：円）

減価償却相当
累計額(△)

減損損失相当
累計額(△)

除売却差額
相当累計額(△)

うち当期総利益
(又は当期
総損失)

当期首残高 1,603,381,037 1,603,381,037 839,444,783 △ 647,615,418 △ 34,200 △ 21,968,594 169,826,571 28,134,616 12,640,216 12,640,216 40,774,832 1,813,982,440

当期変動額

Ⅰ　資本金の当期変動額 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

Ⅱ　資本剰余金の当期変動額 0 0 0 △ 61,064,686 0 0 △ 61,064,686 0 0 0 0 △ 61,064,686

減価償却 0 △ 61,064,686 △ 61,064,686 0 △ 61,064,686

Ⅲ　利益剰余金（又は繰越欠損金）の当期変動額 0 0 0 0 0 0 0 △ 28,134,616 △ 12,028,846 △ 12,028,846 △ 40,163,462 △ 40,163,462

(1) 利益の処分又は損失の処理 0 0 0 0 0 0 0 △ 28,134,616 △ 12,640,216 △ 12,640,216 △ 40,774,832 △ 40,774,832

利益処分による積立 0 0 12,640,216 △ 12,640,216 △ 12,640,216 0 0

国庫納付金の納付 0 0 △ 40,774,832 △ 40,774,832 △ 40,774,832

(2) その他 0 0 0 0 0 0 0 0 611,370 611,370 611,370 611,370

当期純利益（又は当期純損失） 0 0 611,370 611,370 611,370 611,370

当期変動額合計 0 0 0 △ 61,064,686 0 0 △ 61,064,686 △ 28,134,616 △ 12,028,846 △ 12,028,846 △ 40,163,462 △ 101,228,148

当期末残高 1,603,381,037 1,603,381,037 839,444,783 △ 708,680,104 △ 34,200 △ 21,968,594 108,761,885 0 611,370 611,370 611,370 1,712,754,292

政府出資金
資本金
合計

資本剰余金

その他行政コスト累計額

資本剰余金
合計

純資産変動計算書（労災勘定）

（令和4年4月1日～令和5年3月31日）

積立金
当期未処分利益
(又は当期未
処理損失)

利益剰余金
(又は繰越
欠損金)
合計

Ⅰ　資本金 Ⅱ　資本剰余金 Ⅲ　利益剰余金(又は繰越欠損金)

純資産
合計
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（単位：円）

Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー

　　　　　人件費支出 △ 52,258,880

　　　　　業務支出 △ 24,572,155

　　　　　一般管理支出 △ 32,968,369

　　　　　運営費交付金収入 126,102,000

　　　　　　　小計 16,302,596

　　　　　国庫納付金の支払額 △ 40,774,832

　　　業務活動によるキャッシュ・フロー △ 24,472,236

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　　　有形固定資産の取得による支出 △ 65,414,800

　　　　　施設費による収入 65,414,800

　　　投資活動によるキャッシュ・フロー 0

Ⅲ　資金増減額 △ 24,472,236

Ⅳ　資金期首残高 65,474,891

Ⅴ　資金期末残高 41,002,655

キャッシュ・フロー計算書（労災勘定）
（令和4年4月1日～令和5年3月31日）
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注 記 事 項（労災勘定） 

〔重要な会計方針〕 

  「独立行政法人会計基準」及び「独立行政法人会計基準注解」（令和 3年 9月 21 日改

訂）並びに「独立行政法人会計基準及び独立行政法人会計基準注解に関する Q&A」（令和

4年 3月改訂）を適用して、財務諸表等を作成しております。 

 １．運営費交付金収益の計上基準 

   業務達成基準を採用しています。なお、管理部門の活動については期間進行基準を

採用しております。 

 ２．減価償却の会計処理方法 

 （１）有形固定資産 

    定額法を採用しております。 

    なお、主な資産の耐用年数は以下のとおりであります。 

建物 6～50 年

構築物 8～50 年

工具器具備品 5～15 年

また、特定の償却資産（独立行政法人会計基準第 87 第 1項）及び資産除去債務に

対応する特定の除去費用等（独立行政法人会計基準第 91）に係る減価償却に相当す

る額については、減価償却相当累計額として資本剰余金から控除して表示しており

ます。 

 （２）無形固定資産 

    定額法を採用しております。 

    なお、主な資産の耐用年数は以下のとおりであります。 

ソフトウェア 5 年

 ３．賞与引当金の計上基準 

   役職員の賞与の支給に備えるため、賞与支給見込額のうち、当事業年度に負担すべ

き金額を計上しております。 

   なお、役職員の賞与については、運営費交付金により財源措置がなされる見込みで

あるため、賞与引当金と同額を賞与引当金見返として計上しております。 

 ４．退職給付に係る引当金の計上基準並びに退職給付費用の処理方法 

   確定給付企業年金等から支給される年金給付については、職員の退職給付に備える

ため、当該事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上して

おります。退職給付債務の算定に当たり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間
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に帰属させる方法については期間定額基準によっております。数理計算上の差異は、

各事業年度の発生時に全額費用処理することとしております。 

   退職一時金については、期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた

簡便法を適用しております。このうち、運営費交付金により財源措置がなされる見込

みである退職一時金については、退職給付引当金と同額を退職給付引当金見返として

計上しております。また、運営費交付金により、掛金及び年金積立不足額に対して財

源措置がなされる見込みである確定給付企業年金等については、退職給付引当金と同

額を退職給付引当金見返として計上しております。 

 ５．消費税等の会計処理 

   消費税等の会計処理は、税込方式によっております。 

 ６．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

   資金の範囲は、手許現金及び普通預金からなっております。 

〔重要な会計上の見積り〕 

  重要な会計上の見積りはありません。 

〔貸借対照表 関係〕 

  貸借対照表に計上した「その他行政コスト累計額」のうち、当機構に対する出資を財

源に取得した資産に係る金額は 296,456,093 円であります。 

〔行政コスト計算書 関係〕 

 １．独立行政法人の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコスト 

行政コスト 187,139,302 円 

自己収入等 0 円 

機会費用 9,466,034 円 

（１）国有財産の無償使用 282,256 円 

（２）政府出資 5,576,561 円 

（３）出向職員の退職給付 3,607,217 円 

独立行政法人の業務運営に関して

国民の負担に帰せられるコスト 
196,605,336 円 

 ２．機会費用の計上方法 

 （１）国又は地方公共団体財産の無償又は減額された使用料による貸借取引の機会費用

の計算方法 

    不動産鑑定士の鑑定評価額等に基づき計上しております。 
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 （２）政府出資又は地方公共団体出資等の機会費用の計算に使用した利率 

    10 年利付国債の令和 5年 3月末利回りを参考に 0.320％で計算しております。 

 （３）国又は地方公共団体との人事交流による出向職員から生ずる機会費用の計算方法 

    当該職員が国又は地方公共団体に復帰後、退職する際に支払われる退職金のうち、

独立行政法人での勤務期間に対応する部分について、給与規則に定める退職給付支

給基準等を参考に計算しております。 

〔損益計算書 関係〕 

 １．人件費の内訳 

 （１）業務費 

給与及び手当 41,792,448 円 

法定福利費 6,419,265 円 

〔キャッシュ・フロー計算書 関係〕 

 １．資金期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 41,002,655 円 

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 －  

資金期末残高 41,002,655 円 

 ２．重要な非資金取引の内容 

   重要な非資金取引はありません。 

〔金融商品に関する注記〕 

 １．金融商品の状況に関する事項 

   資金運用については１年以上の長期にわたり運用が可能となる余裕金について、満

期保有を原則として独立行政法人通則法第 47 条に規定されている金融商品（国債、

地方債及び政府保証債）のみを対象として行っており、デリバティブ取引は行ってお

りません。 

   上記以外の期中において短期的に生ずる資金運用については、預金に限定して行っ

ております。また、運用先金融機関等の債務不履行リスク等に十分配慮し信用ある格

付け機関の格付けを「Ａ」以上として選定し定期的に確認を行っております。 

   なお、余裕金の運用にあたっては内部規程に定められた制限及び手続きをもって行

うこととしております。 

 ２．金融商品の時価等に関する事項 

金融商品は、現金のほか、短期間で決済されるため時価が帳簿価格に近似する預金、

未収金及び未払金のみのため、時価等に関する注記を省略しております。 
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   〔賃貸等不動産に関する注記〕 

  該当する賃貸等不動産はありません。 

〔不要財産に係る国庫納付等に関する注記〕 

  不要財産の国庫納付等に該当する支出はありません。 

〔退職給付債務に関する注記〕 

 １．採用している退職給付制度の概要 

   職員の退職給付に充てるため、国家公務員共済組合法の退職等年金給付制度を採用

しております。 

 ２．退職等年金給付制度 

   退職等年金給付制度への要拠出額は、301,165 円であります。 

〔資産除去債務に関する注記〕 

  国から無償で土地の使用許可を受け、建物を建設している施設については、国有財産

使用許可に基づき退去時における原状回復に係る債務を有しておりますが、退去時期が

未定で債務の履行時期の予測が困難であり、資産除去債務を合理的に見積ることができ

ないため、計上しておりません。 

〔重要な債務負担行為〕 

  重要な債務負担行為はありません。 

〔重要な後発事象〕 

  重要な後発事象はありません。 
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　Ⅰ　当期未処分利益 611,370円

　　当期総利益 611,370円

　Ⅱ　利益処分額

　　積立金 611,370円

利益の処分に関する書類

（労災勘定）
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附 属 明 細 書（ 労 災 勘 定 ） 

１．固定資産の明細 

２．引当金の明細 

３．資本剰余金の明細 

４．運営費交付金債務及び当期振替額等の明細 

（１）運営費交付金債務の増減の明細 

（単位：円）

　減価償却累計額 　減損損失累計額

当期償却額 当期減損額

6,614,579 0 0 6,614,579 5,798,232 443,177 0 0 816,347

540,000 0 0 540,000 207,000 54,000 0 0 333,000

6,606,835 0 0 6,606,835 5,979,221 69,316 0 0 627,614

13,761,414 0 0 13,761,414 11,984,453 566,493 0 0 1,776,961

1,208,948,080 0 0 1,208,948,080 695,562,732 59,853,165 0 0 513,385,348

13,287,610 0 0 13,287,610 8,910,071 437,077 0 0 4,377,539

4,907,936 0 0 4,907,936 4,207,301 774,444 0 0 700,635

1,227,143,626 0 0 1,227,143,626 708,680,104 61,064,686 0 0 518,463,522

1,193,641,600 0 0 1,193,641,600 0 0 1,193,641,600

1,193,641,600 0 0 1,193,641,600 0 0 1,193,641,600

1,215,562,659 0 0 1,215,562,659 701,360,964 60,296,342 0 0 514,201,695

13,827,610 0 0 13,827,610 9,117,071 491,077 0 0 4,710,539

11,514,771 0 0 11,514,771 10,186,522 843,760 0 0 1,328,249

1,193,641,600 0 0 1,193,641,600 0 0 1,193,641,600

2,434,546,640 0 0 2,434,546,640 720,664,557 61,631,179 0 0 1,713,882,083

150,000 0 0 150,000 60,000 30,000 0 0 90,000

150,000 0 0 150,000 60,000 30,000 0 0 90,000

72,000 0 0 72,000 34,200 0 37,800

72,000 0 0 72,000 34,200 0 37,800

150,000 0 0 150,000 60,000 30,000 0 0 90,000

72,000 0 0 72,000 34,200 0 37,800

222,000 0 0 222,000 60,000 30,000 34,200 0 127,800

（注1）減損損失累計額は、中期計画等で想定した業務運営を行ったにもかかわらず生じた減損に係るものです。

資産の種類 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 差引当期末残高 摘  要

有形固定資産
(減価償却費)

建 物

構 築 物

工 具 器 具 備 品

計

有形固定資産
(減価償却相当

額)

建 物

構 築 物

工 具 器 具 備 品

計

非償却資産
土 地

計

有形固定資産
  合計

建 物

構 築 物

工 具 器 具 備 品

土 地

計

無形固定資産
(減価償却費)

ソ フ ト ウ ェ ア

計

無形固定資産
(非償却資産)

電 話 加 入 権

計

無形固定資産
合計

ソ フ ト ウ ェ ア

電 話 加 入 権

計

（単位：円）

期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高

4,197,998 4,185,491 4,197,998 4,185,491

区　分 摘　要

賞与引当金

（単位：円）

期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘  要

839,444,783 0 0 839,444,783

839,444,783 0 0 839,444,783

区分

資本剰余金

施設費

計

（単位：円）

運営費交
付金収益

資産見返運
営費交付金

資本剰余金 小  計

126,102,000 121,904,002 0 0 121,904,002 4,197,998 0

引当金見返
との相殺

期末残高

0

期首残高
交付金当期

交付額

当期振替額
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（２）運営費交付金債務の当期振替額及び主な使途の明細 

 ①運営費交付金収益への振替額及び主な使途の明細 

（３）引当金見返との相殺額の明細 

５．役員及び職員の給与の明細 

（単位：円）

費用

業務達成基準による振替額

外部委託費： 16,120,088 雑給： 3,375,972
諸謝金： 158,400 その他: 415,372
－

－

人件費： 48,211,713 賃借料： 11,951,346
諸謝金： 2,663,250 その他: 1,668,162
外部委託費： 21,410,991 水道光熱費： 9,942,193
租税公課： 4,234,626 その他: 1,140,519
－

121,904,002 121,292,632合  計

費用進行基準による振替額 0 0

研修事業経費 63,301,002 64,494,471

期間進行基準による振替額 38,603,000 36,728,329

情報収集等経費 0 0

成果普及等経費 0 0

政策研究経費 20,000,000 20,069,832

区　　分 運営費交付金収益
運営費交付金の主な使途

主な使途

（単位：円）

相殺額

賞与引当金見返 4,197,998

4,197,998

法人共通 0

合計

情報収集等経費 0

成果普及等経費 0

研修事業経費 4,197,998

セグメント
引当金見返との相殺

主な相殺額の内訳

政策研究経費 0

（単位：千円、人）
報酬又は給与 退職手当

支給額 支給人員 支給額 支給人員
(0) (0) (0) (0)

0 0 0 0
(0) (0) (0) (0)

52,410 4 0 0
(0) (0) (0) (0)

52,410 4 0 0

(注１)非常勤役員及び職員に対する報酬又は給与支給額及び支給人員は、各々の区分において(　)外書で記載しております。

(注２)役員に対する報酬の支給基準

　　 独立行政法人労働政策研究・研修機構役員報酬規程に基づき支給しております。

(注３)職員に対する給与の支給基準

　　 独立行政法人労働政策研究・研修機構職員給与規程に基づき支給しております。

　　 また、非常勤職員については、独立行政法人労働政策研究・研修機構嘱託の給与等に関する要領に基づき支給しております。

(注４)職員の報酬又は給与の支給人員は、年間平均支給人員数となっております。

(注５)役員に対する退職金の支給基準

　　 独立行政法人労働政策研究・研修機構役員退職金規程に基づき支給しております。

(注６)職員に対する退職手当の支給基準

　　 独立行政法人労働政策研究・研修機構職員退職手当支給規程に基づき支給しております。

(注７)計数は、単位未満を四捨五入しているため、合計において一致しない場合があります。

区　　　分

役　　　員

職　　　員

合　　　計
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６．セグメント情報  

（単位：円）

政策研究経費 情報収集等経費 成果普及等経費 研修事業経費 計 法人共通 合  計

20,069,832 0 0 106,004,784 126,074,616 0 126,074,616

減価償却相当額 0 0 0 61,064,686 61,064,686 0 61,064,686

　　その他行政コスト計 0 0 0 61,064,686 61,064,686 0 61,064,686

　行政コスト 20,069,832 0 0 167,069,470 187,139,302 0 187,139,302

20,069,832 0 0 176,535,504 196,605,336 0 196,605,336

　　 業　　　　務　　　　費 20,069,832 0 0 68,679,962 88,749,794 0 88,749,794

　　 一　 般　 管　 理　 費 0 0 0 37,324,822 37,324,822 0 37,324,822

20,069,832 0 0 106,004,784 126,074,616 0 126,074,616

20,000,000 0 0 101,904,002 121,904,002 0 121,904,002

0 0 0 596,493 596,493 0 596,493

賞与引当金見返に係る収益 0 0 0 4,185,491 4,185,491 0 4,185,491

20,000,000 0 0 106,685,986 126,685,986 0 126,685,986

△ 69,832 0 0 681,202 611,370 0 611,370

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

△ 69,832 0 0 681,202 611,370 0 611,370

△ 69,832 0 0 681,202 611,370 0 611,370

0 0 0 4,214,167 4,214,167 41,002,655 45,216,822

　　現金及び預金 0 0 0 0 41,002,655 41,002,655

　　未収金 0 0 0 28,676 28,676 0 28,676

　　賞与引当金見返 0 0 0 4,185,491 4,185,491 0 4,185,491

　固定資産 0 0 0 1,713,972,083 1,713,972,083 37,800 1,714,009,883

　　有形固定資産 0 0 0 1,713,882,083 1,713,882,083 0 1,713,882,083

　　 建物 0 0 0 514,201,695 514,201,695 0 514,201,695

構築物 0 0 0 4,710,539 4,710,539 0 4,710,539

工具器具備品 0 0 0 1,328,249 1,328,249 0 1,328,249

土地 0 0 0 1,193,641,600 1,193,641,600 0 1,193,641,600

　　無形固定資産 0 0 0 90,000 90,000 37,800 127,800

ソフトウエア 0 0 0 90,000 90,000 0 90,000

電話加入権 0 0 0 0 0 37,800 37,800

0 0 0 1,718,186,250 1,718,186,250 41,040,455 1,759,226,705

(注１) 事業の種類の区分方法及び事業の内容

　　中期目標等における一定の事業等のまとまりごとの区分に基づくセグメント情報を開示しております。

　　（事業の内容）

　　　・労働政策の総合的な調査研究事業（政策研究経費）

　　　・情報の収集・整理事業（情報収集等経費）

　　　・成果・政策提言の普及事業（成果普及等経費）

　　　・労働行政担当職員等に対する研修事業（研修事業経費）

(注２)  事業費用のうち、人件費の額は、研修事業経費 48,211,713円となります。

　 事　業　費　用

Ⅰ 行政コスト

　　損益計算書上の費用合計

　　その他行政コスト

Ⅱ 独立行政法人の業務運営に関して国民の負担
に帰せられるコスト

Ⅲ 事業費用、事業収益及び事業損益

　　臨　時　損　失

事業費用計

　 事　業　収　益

運 営 費 交 付 金 収 益

資 産 見 返 負 債 戻 入

事業収益計

　 事　業　損　益

Ⅳ 臨　時　損　益　等

計

計

　　臨　時　利　益

計

　当　期　純　損　益

　当　期　総　損　益

Ⅴ 総　資　産

　流動資産
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